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日高港
港湾脱炭素化推進計画作成に向けた検討内容

1

検討項目 検討内容

１. 基本方針 １．基本方針官民の連携による脱炭素化の促進に資する港湾の効果的な利用の推進に関する基本的な方針
1-1. 日高港の概要
1-2. 港湾脱炭素化推進計画の対象範囲
1-3. 官民の連携による脱炭素化の促進に資する港湾の効果的な利用の推進に係る取組方針

２. 本計画の目標 ２．港湾脱炭素化推進計画の目標
2-1. 港湾脱炭素化推進計画の目標
2-2. 温室効果ガスの排出量の推計
2-3. 温室効果ガスの吸収量の推計
2-4. 温室効果ガスの排出量の削減目標の検討

  2-5. 水素・アンモニア等の需要推計及び供給目標の検討

３. 促進事業 ３．港湾脱炭素化促進事業及びその実施主体
3-1. 温室効果ガスの排出量の削減並びに吸収作用の保全及び強化に関する事業
3-2. 港湾・臨海部の脱炭素化に貢献する事業
3-3. 港湾法第 50 条の２第３項に掲げる事項

４. 達成状況
     の評価

４．計画の達成状況の評価に関する事項
4-1. 計画の達成状況の評価等の実施体制
4-2. 計画の達成状況の評価の手法

５. 計画期間 ５．計画期間

６. その他
     必要事項

６．計画の実施に関し港湾管理者が必要と認める事項
 6-1. 港湾における脱炭素化の促進に資する将来の構想
 6-2. 脱炭素化推進地区制度の活用等を見据えた土地利用の方向性
6-3. 港湾及び産業の競争力強化に資する脱炭素化に関連する取組
6-4. 水素・アンモニア等のサプライチェーンの強靱化に関する計画
6-5. ロードマップ

:今回協議事項計画の詳細

(第2回以降も協議)

(第2回以降も協議)

(第2回以降も協議)

(第2回以降も協議)

(第2回以降も協議)

(第2回以降も協議)



１．基本方針 2

⚫ 日高港は、和歌山県のほぼ中央の日高川河口に位置し、江戸時代から木材をいかだで運搬し、木材問屋が栄える
など、古くから製材業が重要な地域産業である。

⚫ 和歌山県中央部における流通拠点として最大３万トン級の大型船舶に対応できる岸壁を有した塩屋地区の国際
物流ターミナルの整備を1998年に開始し、2004年4月に暫定供用を開始した。

1-1.日高港の概要

大阪港東播磨港

日高港
［貨物量］ 外貿：4万トン （R5）

内貿：35万トン （R5）

徳島小松島港

姫路港

神戸港

堺泉北港

阪南港

尼崎西宮芦屋港

日高港

※出典：「地理院地図」に追記して作成

和歌山下津港

にしかわ

西川地区

※出典：「地理院地図」に追記して作成

しおや

塩屋地区

はまのせ

浜ノ瀬地区



１．基本方針 3

1-1.日高港の概要（取扱貨物量と入港船舶数）
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⚫ 取扱貨物量は、御坊火力発電所の稼働停止により2013年をピークに減少し、2025年は約388千トンであり、移
入の割合が63.0%と最も大きい。

⚫ 入港船舶数についても2013年をピークに減少し、2025年は225隻である。

移入

63.0%

移出

26.5%

輸入

10.2%

輸出 0.3%

2025年

取扱貨物量

388,004トン

区分 品種 総トン数（トン） 割合（％）

移入

砂利・砂 168,874 69.1％
重油 41,728 17.1％
原油 32,056 13.1％
薪炭 1,000 0.4％

再利用資材 800 0.3％
合計 244,458 100.0％

移出
砂利・砂 98,343 95.6％
薪炭 4,500 4.4％
合計 102,843 100.0％

輸入
薪炭 39,719 100.0％
合計 39,719 100.0％

輸出
輸送用容器 984 100.0％

合計 984 100.0％

非公表



１．基本方針 4

⚫ 日高港の港湾区域及び臨港地区内に立地し、港湾を利用している企業等で脱炭素化に取り組む企業等を対
象

⚫ 臨港地区外であっても日高港を利用し、脱炭素の取組に賛同を得られた企業も対象

1-2.対象範囲

出典：「港湾脱炭素化推進計画」作成マニュアル（国土交通省、2023年）

区分 取組の対象（排出源）

①ターミナル内
• 港湾荷役機械
• 管理棟、照明施設 等

②ターミナルを
出入りする船舶・車両

• 停泊中の船舶
• ターミナルを出入りするトラック 等

③ターミナル外
• 発電所・工場等での活動
• 事務所での活動

対象範囲

※出典：「地理院地図」に追記して作成

対象範囲凡例
■：ターミナル内
■：ターミナル外

取組の対象範囲イメージ図



１．基本方針 5

1-3．官民の連携による脱炭素化の促進に資する港湾の効果的な利用の推進に係る取組方針

⚫ 日高港において、2050年カーボンニュートラルを目指すため、①温室効果ガスの排出量の削減並びに吸収作
用の保全及び強化に関する取組 や ②港湾・臨海部の脱炭素化に貢献する取組 を検討する。

①温室効果ガスの排出量の削減並びに吸収作用の保全及び強化に関する取組事例

ターミナル内 再生可能エネルギー由来電力等の導入
管理棟における太陽光発電導入（自家使用）
荷役機械の低・脱炭素化（ハイブリッド化、電動化、水素燃料化等）
照明施設の LED化
その他ターミナル内の省エネ対策

出入りする
船舶・車両

車両の低・脱炭素化（ハイブリッド化、電動化、水素燃料化等）
船舶への陸上電力供給
船舶の低・脱炭素化（水素・アンモニア燃料への転換等）

ターミナル外 再生可能エネルギー由来電力等の導入
事業所等における太陽光発電の導入（自家使用）
事業所等における照明のLED化などの省エネルギー化
ブルーインフラの保全・創出（ブルーカーボン生態系の活用）
港湾緑地の保全・創出
臨海部立地産業の低・脱炭素化の取組（工場等での水素・アンモニア燃料への転換等）
CCUS技術の導入（CO2の回収、利用、貯留）

電動フォークリフト

ｺﾝﾃﾅﾀｰﾐﾅﾙにおけるLED照明の導入事例（名古屋港鍋田ふ頭） 公共上屋における太陽光発電の導入事例（横浜港）

出典：港湾脱炭素化推進計画 参考資料①
「CNPの形成に資する技術・取組に関する事例集」

FCトラック



１．基本方針 6

②港湾・臨海部の脱炭素化に貢献する取組事例

水素・アンモニア等
の受入・供給等に
関するもの

水素・アンモニア等の大量・安定・安価な受入れのための岸壁、貯蔵タンク等の整備

その他の脱炭素化
に貢献するもの

陸上電力供給設備の整備
港湾緑地やブルーインフラの整備
CCUS技術導入のための設備整備
洋上風力発電導入のためのインフラ整備

陸上電力供給イメージ

出典：「平成18年度 国土交通白書」
        （国土交通省）

ブルーインフラの整備

出典：「ブルーインフラの取組」（国土交通省）

藻場

干潟

洋上風力発電
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２．計画の目標 7

⚫ 2013年度から2025年度にかけて、公共岸壁における輸入が増加したことにより、港湾全体の温室効果ガス排出量
は約780t-CO₂から約1,110t-CO₂へと約42％増加している。

2-2. 温室効果ガスの排出量の推計

区分
CO2排出量（ｔ-CO2） 基準年度比増減率

2013年度 2025年度

ターミナル内 70 200 186%増加

ターミナルを出入りする船舶・車両 700 900 29%増加

ターミナル外 10 10 －

合計 780 1,110 42%増加

参考：関西電力㈱ 181,200 22,090

日高港の温室効果ガス排出量

ターミナル内 ターミナルを出入りする船舶・車両 ターミナル外

186％増加
横ばい

29％増加

非公表



２．計画の目標 8

2-1. 港湾脱炭素化推進計画の目標

計画期間 2050年度まで

基準年度 2013年度（温室効果ガスの排出量 約780t-CO2）

目標年度
短期目標 参考 中期目標 長期目標
2030年度 2035年度（参考） 2040年度 2050年度

温室効果ガス排出量
の削減目標

●●●t-CO2

2013比ー●●％
●●●t-CO2

2013比ー●●％
●●●t-CO2

2013比ー●●％
0t-CO2

カーボンニュートラル

⚫ 今後、港湾管理者やターミナル外の事業者による省エネ、再エネ、エネルギー転換等の取組が継続・深化することを
前提として、長期目標としては2050年度(100％削減)の削減目標とする。

⚫ 短期目標(2030年度) と 中期目標(2040年度)については、今後、温室効果ガスの排出量の削減等の取組を踏
まえ改めて設定する。

現在基準年度 短期目標 中期目標 長期目標

今後検討

今後検討

非公表



３．促進事業 9

⚫港湾脱炭素化推進計画の目標を達成するために現在実施している、または実施を予定している温室
効果ガスの排出量削減等に関する取組

⚫第２回協議会に向け、関係構成員にヒアリング調査を行い、実施主体、整備時期、事業の効果等を
整理する。

港湾脱炭素化促進事業

3-1. 温室効果ガスの排出量の削減並びに吸収作用の保全及び強化に関する事業（検討イメージ）

区分 施設の名称（事業名） 位置
実施主体

（※企業名を記載）
実施期間

事業の効果
（CO2削減量）

ターミナル内

港湾荷役機械
荷役機械の電動化・ハイブリッド化

（ガントリークレーン、フォークリフト等）
各対象港区記載 港湾管理者・港湾運送事業者※ 短期・中期 ●トン/年

管理棟
上屋

照明施設

再生可能エネルギー由来電力の調達 各対象港区記載 港湾管理者・港湾運送事業者※ 短期・中期 ●トン/年

管理施設への太陽光発電導入 各対象港区記載 港湾管理者・港湾運送事業者※ 短期・中期 ●トン/年

照明施設のLED化 各対象港区記載 港湾管理者・港湾運送事業者※ 短期・中期 ●トン/年

ターミナルを
出入りする
船舶・車両

船舶 船舶への陸上電力供給 各対象港区記載 港湾管理者・港湾運送事業者※ 中期・長期 ●トン/年

車両 車両の電動化・低排出車両導入 各対象港区記載 港湾管理者・事業者※ 短期・中期 ●トン/年

ターミナル外 事業所

照明施設のLED化 各対象港区記載 港湾管理者・事業者※ 短期・中期 ●トン/年

空調等の省エネルギー化 各対象港区記載 港湾管理者・事業者※ 短期・中期 ●トン/年

再生可能エネルギー由来電力の調達 各対象港区記載 港湾管理者・事業者※ 短期・中期 ●トン/年

太陽光発電の導入（屋根、未利用地） 各対象港区記載 港湾管理者・事業者※ 短期・中期 ●トン/年

製造工程の省エネルギー化 各対象港区記載 事業者※ 短期・中期・長期 ●トン/年

３．港湾脱炭素化促進事業及びその実施主体

3-2. 港湾・臨海部の脱炭素化に貢献する事業（検討イメージ）
区分 施設の名称（事業名） 位置

実施主体
（※企業名を記載）

実施期間
事業の効果

（CO2削減量）

ターミナル内 岸壁等 陸上電力供給施設の整備 各対象港区記載 港湾管理者、事業者※ 中期 ●トン/年

ターミナル外
緑地 緑地の創出 各対象港区記載 事業者※ 短期 ●トン/年

港湾区域 ブルーインフラ（藻場）の創出 各対象港区記載 港湾管理者、事業者※ 長期 ●トン/年

短期（～2030年度）中期（～2040年度）長期（～2050年度）



６．その他必要事項 10

⚫ 港湾脱炭素化促進事業として記載するほどの熟度はないものの、今後、中長期的に取り組むことが
想定される取組

⚫ 第２回協議会に向け、関係構成員にヒアリング調査を行い、位置と実施主体（企業名が特定され
ない記載方法）等を整理する。

将来構想

6-1. 港湾における脱炭素化の促進に資する将来の構想

短期（～2030年度）中期（～2040年度）長期（～2050年度）

① 温室効果ガスの排出量の削減並びに吸収作用の保全及び強化に関する事業（検討イメージ）

②港湾・臨海部の脱炭素化に貢献する事業（検討イメージ）

区分 施設の名称（事業名） 位置 実施主体 実施期間

全区分 水素・アンモニア燃料エネルギー等の利用拡大 各対象港区記載 港湾管理者・事業者 長期

ターミナル外
港湾緑地・ブルーインフラ（藻場）の整備 各対象港区記載 港湾管理者・事業者 長期

CCUS技術の導入 各対象港区記載 事業者 長期

区分 施設の名称（事業名） 位置 実施主体 実施期間

全区分 脱炭素燃料（水素・アンモニア等）受入施設の整備 各対象港区記載 港湾管理者・事業者 長期

ターミナル外 CCUS技術導入のための設備整備 各対象港区記載 港湾管理者・事業者 長期

ターミナル内 洋上風力発電導入のためのインフラ整備 各対象港区記載 港湾管理者・事業者 長期



日高港
港湾脱炭素化推進計画作成に向けた検討内容

11

回 第１回 第２回 第３回

時期 11月5日 １月中旬（予定） ３月中旬（予定）

協議
事項

・協議会の設置
・港湾脱炭素化推進計画作成に向けた
検討内容

・港湾脱炭素化推進計画（素案） ・港湾脱炭素化推進計画
（最終案）

●検討内容及び方向性
●取組方針、目標
●対象範囲
●温室効果ガス排出量の推計
●促進事業等の概要
（県の取組、各企業等の取組）

●計画（素案）の確認
●取組方針、目標の設定
●温室効果ガス排出量の推計結果
●促進事業等の整理
（ヒアリング結果のとりまとめ）
●水素・アンモニア等の
ポテンシャル・供給量の見通し
●達成状況の評価方法

など

●計画（最終案）の確認
●ロードマップ

など

2026年 2027年

１０月 １１月 １２月 １月 ２月 ３月 ４月

第
１
回
協
議
会

第
２
回
協
議
会

第
３
回
協
議
会

スケジュール

ヒアリング

国との調整

追加ヒアリング

ヒアリング調査
・促進事業
・将来構想 など

追加ヒアリング調査
・第２回協議会を受けて
追加でヒアリングが必要となった事項

計
画
公
表
（
予
定
）
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